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我が国の若者・女性の活躍推進のための提言（案）要旨 

平成 25 年５月 14 日 

若者・女性活躍推進フォーラム 

 

Ⅰ．はじめに 

すべての人が、意欲さえあれば、何度でもチャレンジし、活躍できるような社会

を作ることが、成長戦略の基本方針。特に、若者と女性の活躍を積極的に推進する

ことで、成長の原動力としていくことが重要。 

しかし、若者については、以下のような様々な課題が山積。 

第一に、学校から職場への接続においては、中小企業の採用意欲は旺盛ながら、

企業側の不十分な情報発信や学生側の根強い大企業志向等もあり、企業と学生との

間でミスマッチが発生。また、バブル崩壊後の低迷やリーマンショックを受けて、

若者にとって良好な雇用機会が減少。結果として、近年、大学等の高等教育機関を

卒業した者のうち、進学せず未就職又は一時的な仕事に就いている者は年間 10 万

人超。 

第二に、就職活動の早期化等の影響もあり、海外への留学者数が、2004 年以降減

少傾向。また、安定志向のためか、若者の起業率も大幅に減少。若者が国際的な感

覚・能力を伸ばし、起業によって新たなビジネスチャンスを広げようとする動きが

鈍化。 

第三に、卒業後においては、ニート・フリーターに向けた十分なキャリア・コン

サルティングを行う体制にないハローワークも存在するほか、社会人となった若者

が、キャリアアップに向けた学び直しをしようとした場合にも、様々な問題が山積。 

将来の我が国を担う若者たちには、「世界に勝てる若者」として活躍することを

期待。そのためには、上記の課題について、抜本的な解決を図るため、これからの

成長産業を支える高度な人材を育成するなど若者にもっと能力を伸ばしてもらう

必要。 

 

＜女性部分＞ 

    

なお、若者・女性ともに様々な選択肢の中から個々のライフスタイルに合わせた 

働き方を選ぶことができるようにしていく必要。 

以上の観点から、本年２月以降、本フォーラムにおいて、様々な有識者等に出席

していただき意見を伺い、以下の提言を取りまとめ。今後、提言の実現に向けた工

程を明らかにし、着実に推進。 
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Ⅱ．若者の活躍推進のための提言 

【現状認識】 

○ 若者が能力や意欲を生かして社会で活躍していくには、様々な課題が山積。 

① 中小企業における採用意欲は旺盛ながら、企業側の情報発信が不十分、また、

中小企業の側では、就職後、十分な能力開発を行えるか不安との声。他方、学

生側は、一般に職業意識が不足、また、大企業志向も根強く存在。結果として、

企業と学生との間でミスマッチが発生。 

② 就職活動が早期化・長期化し、学修時間の確保や海外留学による多様な経験

を阻害。 

③ 起業に占める若年層の比率は過去最低水準にまで低下、開業数低下の一因。 

④ ニート・フリーター対策には十分なキャリア・コンサルティングが必要であ

るとされるが、人手不足から対応困難なハローワークも少なからず存在。 

⑤ 社会人となった者が転職や昇進のために大学等で学び直しをしようと希望

した場合、大学等に企業の求めるプログラムがない、経済的に難しい等の様々

な問題が山積。 

 

○ 政府として、人材こそが我が国の最大の資源であるという認識に立ち、教育界

及び経済界と一体となって、上記課題の解決、人材育成体制の構築に取り組むこ

とが何よりも必要。 
 

【直面する課題と抜本的解決に向けた具体的方策】 

１．民間の知恵を活用したキャリア教育充実、就職支援機能向上 

○ 大学等の高等教育機関を卒業した者のうち、進学せず未就職又は一時的な仕

事に就いている者は、上記【現状認識】で挙げた要因等から、ここ数年 10 万人

を超える高水準で推移。以下の施策について、重点的に取り組む必要。 
（１）在学生に対するキャリア教育・就職支援機能の強化。 

（２）中小企業への就職支援策の充実・強化。 

（３）学卒未就職者への支援の拡充。 

 

（１）在学生に対するキャリア教育・就職支援機能の強化について 

① インターンシップに参加する学生の数の目標を設定。 

② 大学等と地域産業界との調整を行う仕組みを構築し、キャリア教育から就

職まで一貫して支援する体制を強化。 
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③ 「インターンシップの推進に当たっての基本的考え方（平成９年９月18 

日）」について、関係省庁間で所要の見直しに向けて検討。 

（２）中小企業への就職支援策の充実・強化について 

① 地域の中小企業と大学等が連携、経営者による出前講座、合同説明会等  

によるマッチング支援、中小企業等における職場実習の支援を全国的に展

開。 

② 詳細な企業情報・採用情報を公開し積極的に若者を採用・育成する中小 

企業を「若者応援企業」として位置付け、その情報発信を強化。 

（３）学卒未就職者への支援の拡充について 

① 新卒応援ハローワーク等のジョブサポーターを通じた支援を実施。 

② 希望に応じて、卒業後速やかに紹介予定派遣（派遣先企業への職業紹介 

を予定して行われる派遣）を活用することにより、正社員就職を促進。 

 

２．就職活動システムの見直し 

○ 「新卒一括採用」の採用慣行が定着し、若年失業率は、先進国の中では最低

水準。他方、就職活動の早期化・長期化の結果、学生の学力と学修意識の低下

等が懸念。 

 

○ 上記の点を踏まえ、政府としては、大学等、経済界と一体となって,平成27

年度卒業・修了予定者（現在大学２年生等）の就職活動からの後ろ倒し（学生

に対する広報活動は卒業・修了年度に入る直前の３月１日以降から開始、その

後の採用選考活動については、卒業・修了年度の８月１日以降に開始）に向け

て、必要な施策を実施。 

 

○ 国家公務員採用試験等についても、必要な措置を講ずるよう要請等を行う。 

 

３．ハローワークにおける思い切った民間活用 

○ 雇用型訓練等へ誘導するためのキャリア・コンサルティングを行い、ジョブ・

カードを交付する業務等について、人手不足がちな都市部のハローワークを中

心として、民間に委託。 

また、ハローワークの求人情報を、民間職業紹介事業者にも提供。 

 

○ ジョブ・カードについては、民間派遣事業者の間で、派遣職員の職業能力や

「スキル」の「見える化」を図るための手段として用いる方向で検討が進んで
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おり、政府としてもその取組を支援。 

 

４．企業のニーズに即した社会人の学び直し 

○ 本年３月の内閣府国政モニター調査では、30 代の約７割が学び直しを希望。

しかし、①経済的な問題、②大学等に希望するプログラムがない、③学び直し

後の就職先が見えない・処遇改善につながらない等の理由により、断念。 

 

○ 政府としては、産業構造を踏まえたステップアップ型の高度人材や、キャリ

ア転換型の中核的専門人材の育成のため、以下の社会人の学び直し支援措置を

実施していく。 

① 大学・専門学校等の高等教育機関が地域の産業界等と連携しながら行う、

企業ニーズに対応した教育プログラム（１年程度～）の開発・実施を支援。 

② 対象となるプログラムは、以下の分野を中心に展開。 

・ IT を始めとした理工系人材及びグローバル人材等の育成。 

・ 育休中及び育休明け等の男女の円滑な職場復帰支援。 

③ プログラムの履修を支援するため、直接または勤務先企業を通じて支援。 

 

 ５．未来の地域経済を支える人材を共同で育成する仕組みの構築 

○ 一般に、地域の中小企業の中には、人材育成を進めていく上で、以下の課題

を抱えるところも少なくないとされる。 

① 新入社員研修等の機会の不足。 

② 多様な部署を経験し、能力を開発していく機会の不足。 

③ 職業訓練等を実施する場合、助成金関係手続が煩瑣で、あまり利用されな

い。 

 

  ○ 地域の中小企業等が上記の課題を共同で解決するため、「地域人材育成コン

ソーシアム(仮称)」の組成等を支援。 

① 地域の中小企業等が、新人研修等を合同で行うための企画・事務手続等を

支援。 

② 企業間での社員の出向の円滑化を支援。 

   ③ 職業訓練の欠員情報を収集し、企業に伝達し、まとめての申し込みを支援。 
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６．ビジネスコンテストを活用した起業の促進 

○ 我が国の経済活力の源泉を創造する上で、自ら新たな事業を起こし、独自の

製品・サービスを生み出す等のチャレンジに邁進する若い起業家を育成してい

くことが不可欠。しかし、以下のような課題が存在。 

① 起業は高い経営能力が求められリスクがあるにも関わらず、社会全体とし

て起業家に対する評価やブランドが低い。社会として依然として大企業等へ

の就職が評価される傾向。起業をしようという若者にとって国や社会全体か

ら応援され、若者の努力が報われるという実感が乏しい。現実にも起業後は

零細企業と分類され、資金の借入や優れた人材の雇用も困難。 

② ICT分野などでは海外企業との直接の競争が激化し、資金力がグローバル

な競争力を大きく左右する状況になるなど、資金調達環境の悪い日本での起

業環境が悪化。地方ではICT人材が大幅に不足し地方での起業が困難。  

③ 起業による成功事例や、起業の各段階で実践すべき事項、安心して参加・

利用できるコンテストや支援制度・機関等の情報が不足。 

④ 起業の前後で支援する相談窓口が限られており、支援機関どうしの連携が

不足。 

⑤ 金融機関系でないベンチャー・キャピタルでは、資金不足から、創業段階

の起業家に対する十分な支援が困難。 

 

○ 上記課題を抜本的に解決するための以下の施策を早急に実施。 

①  大学等が主催するビジネスコンテストの活用 

大学等で行うビジネスコンテストの成果を現実の起業に結びつけるため、

政府が、中小企業・小規模事業者・学生を含む起業家を支援するためのポ

ータルサイトの中で、信頼できるコンテスト、支援制度やベンチャー・キ

ャピタルの情報、起業の各段階におけるハウツー情報、成功した若手起業

家の活躍振り等に関する情報を順次掲載し、応援。また、大学やビジネス

スクール等において、起業や経営教育を充実。 

 ② 起業の種類や目的、起業を含めた経営の各段階に応じて、税理士、中小企

業診断士、弁護士、地域金融機関等が連携し、きめ細かく継続してサポート

する体制を地域ごとに整備。 

 ③ 産業革新機構、中小企業基盤整備機構等が出資するいわゆる官民ファンド

による効果的な資金供給の在り方を検討。また、クラウドファンデイングや

グリーンシートなどを活用したリスクマネーの供給拡大についても、検討。 

④ 起業を支えるICTなどの技術者や管理、営業の人材が円滑に得られる仕組

みを検討。【４．参照】 

 


